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入札公告 

 

 一般競争入札について、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の６の規

定に基づき公告する。 

  

 令和８年９月 18 日 

 

群馬県企業管理者 成田 正士 

 

記 

 

１ 担当部局 

群馬県企業局 発電課 契約管理係 

〒371-8570 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

電話 027-226-3972（直通） 

 

２ 入札に付する事項 

  （１）件名 

群馬県利南発電所など水力発電所７か所で発電する電力の売却 

  （２）対象発電所名称及び所在地 

発電所名 所在地 

1. 利南発電所 沼田市上久屋町字前原976番地 

2. 狩宿発電所 吾妻郡長野原町大字応桑字狩宿1184番地2 

3. 狩宿第二発電所 吾妻郡長野原町大字応桑字狩宿1899番地4 

4. 下久保発電所 埼玉県児玉郡神川町大字矢納字金毘羅山1339番地 

5. 柳原発電所 前橋市大手町三丁目15番40号 

6. 天狗岩発電所 北群馬郡吉岡町大字漆原1742番地 

7. 鬼石発電所 藤岡市鬼石字落合乙594番地2 

（３）売却期間 

      令和９年４月１日 0 時から落札者が希望した年の３月 31 日 24 時まで 

      ※本件入札において最高価格で入札した者が、入札時に提出する契約希望年

数にて電力受給契約を締結できるものとする。（１年単位で１年または２年

を選択。） 

（４）目標売却電力量 

 令和 ９年度：101,240,000kWh 

 令和 10 年度： 98,625,000kWh 
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３ 入札参加形態 

   単体による参加 

 

４ 入札参加資格 

   入札公告日から落札候補者決定日までの間、以下要件の全てを満たすこと。 

（１）電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２条第１項第３号に規定する小売電気

事業者であること。 

  （２）令和８・９年度群馬県競争入札参加資格者名簿において、物品の販売の資格を有

し、営業品目の電力（販売）がある者、若しくは、物品の購入の資格を有し、営業

品目に電力（購入）がある者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当

しない者であること。 

（４）群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第 18 号）第 170 条第２項又は群馬県企業

局財務規程（昭和 39 年企業管理規程第５号）第 132 条の 32 第３項の規定に基づ

く入札参加制限を受けていない者であること。 

（５）物品の購入等に係る有資格業者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けて

いない者であること。 

（６）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）に基づき手続開始の申立てがなされた者（手続開始決定後、資格の再認定を受

けた者を除く。）でないこと。 

（７）これまでに、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23

年法律第 108 号）第 31 条に定める納付金を期限までに納付せず、さらに督促状に

より指定された期限までに納付しなかったため、同法第 34 条第４項に基づき、国

から事業者名を公表されたことのない者であること。 

（８）令和７年度にて、100,000,000kWh 以上の電力供給実績があること。 

 

５ 入札説明書等の配布期間及び方法 

（１）配布期間 令和８年９月 18 日（金）から令和８年 11 月５日（木）までの毎日  

（２）配布方法 群馬県ホームページ及びぐんま電子入札共同システムによる 

（ＵＲＬ：https://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/773423.html） 

（ＵＲＬ：https://portal.g-cals.e-gunma.lg.jp/portal/） 

 

６ 入札参加申請書及び入札参加資格確認資料の提出期間及び方法 

（１）提出期間 令和８年９月 18 日（金）午前９時から 

令和８年 10 月７日（水）午後４時まで 

（２）提出方法 ぐんま電子入札共同システムによる 

※システムによる提出が不可能な者は、担当部局に協議すること。 
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７ 入札の日時及び場所等 

（１）入札 開 始 日 時 令和８年 11 月２日（月）午前９時 

（２）入札書提出締切日時 令和８年 11 月５日（木）午後４時 

（３）開 札 予 定 日 時 令和８年 11 月６日（金）午前 10 時 

（４）入 札 の 方 法 ぐんま電子入札共同システムによる 

 

８ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

（２）詳細は、入札説明書による。 

（３）関連情報を入手するための照会窓口 １と同じ。 


